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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザを照射して交通標識の標識パターンを投影面に投影する標識投影部と、
　スポットライトの光を照射して前記標識パターンの背景となる背景パターンを、前記標
識パターンに重ね合わせて前記投影面に投影する背景投影部と、
　前記標識パターンの標識データ及び前記背景パターンの背景データを複数の交通標識に
対応させて記憶したデータ記憶部、及び、前記標識データを前記標識投影部に送信すると
共に前記背景データを前記背景投影部に送信するデータ送信部を有するシステム制御部と
を具備することを特徴とする交通標識投影システム。
【請求項２】
　前記スポットライトは、
赤色光を照射可能な赤色スポットライトと、
緑色光を照射可能な緑色スポットライトとを備え、
　前記背景投影部は、
前記データ送信部から送信された前記背景データを受信し、受信した前記背景データに基
づいて前記赤色スポットライト及び前記緑色スポットライトの照射出力を調整する調光ユ
ニットを備える
ことを特徴とする請求項１に記載の交通標識投影システム。
【請求項３】
　前記システム制御部は、
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前記標識投影部及び前記背景投影部と電気的に接続された投影制御部と、
前記投影制御部と離間した位置に設置された投影操作部とを有し、
　前記投影操作部は、
前記データ記憶部と、
前記データ記憶部に記憶された前記標識データ及び前記背景データを、通信ネットワーク
を介して前記投影制御部まで送信する操作側通信部とを有し、
　前記投影制御部は、
送信された前記標識データ及び前記背景データを受信する制御側通信部と、
受信した前記標識データを前記標識投影部に送信すると共に前記背景データを前記背景投
影部に送信する前記データ送信部とを有する
ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の交通標識投影システム。
【請求項４】
　前記投影面は道路面であり、
　前記標識パターン及び前記背景パターンは、料金ゲートへの車両の進入の可否を表示す
るものである
ことを特徴とする請求項１乃至請求項３の何れか一つに記載の交通標識投影システム。
【請求項５】
　透光性を有する表示用板材を更に具備し、
　前記標識投影部及び前記背景投影部は、それぞれ前記レーザ及び前記スポットライトの
光を、前記投影面としての前記表示用板材の背面に照射する
ことを特徴とする請求項１乃至請求項３の何れか一つに記載の交通標識投影システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、交通標識投影システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般道路や高速道路等の有料道路には、車両の安全な走行や事故防止等を目的として、
数多くの交通標識が設置されている。交通標識は、道路の傍らから立設された支柱に円形
状や三角形状の板材を取付け、板面に制限速度等を表示した看板型の「道路標識」と、道
路面に「止まれ」や「駐車禁止」などの文字、或いは車線を区画する区画線などの図形を
白色や黄色の塗料で直接ペイントした「道路標示」と、交差点や有料道路の料金ゲートに
設置され、車両の進行の可否を緑や赤の信号で表示する「信号標識」とに大別することが
できる。
【０００３】
　ここで、道路標示は、車両が走行する道路面に文字や図形が直接ペイントされたもので
あるため、タイヤ等との摩擦によって文字や図形が剥がれ落ちたり、タイヤ痕によって汚
れたりすることがあった。その結果、道路標示の視認性が経年的に低下することがあった
。また、寒冷地では、積雪で道路面が覆われることによって、車線を区画する区画線の視
認性が低下し、対向車線にはみ出したり道路脇に寄り過ぎたりなど、安全な走行に支障を
きたすことがあった。一方、看板型の道路標識の場合、板材の表面に文字や図形が直接ペ
イントされたものであるため、塗料の剥がれや汚損などの経年劣化によって視認性が低下
するおそれがあった。
【０００４】
　更に、有料道路の料金所付近、インターチェンジ、ジャンクション等、複数の道路が合
流・分岐する箇所では、道路標識や道路標示が数多く設置されていることがあり、上記の
ように視認性が低下した道路標識や道路標示の場合、ドライバーが必要な情報を見落とす
おそれがあった。
【０００５】
　また、料金所には複数の料金ゲートが並設され、朝夕の時間帯や平日・休日等の交通量



(3) JP 6042839 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

の違いに応じて、有料道路へ進入する方向、或いは有料道路から流出する方向の切替えを
行っている。この場合、一般的に料金ゲートの上方に設置された赤や緑の色、或いは「○
」や「×」の図形による信号標識によって料金ゲートへの進入の可否が示されているが、
天候や時間帯などによって、視認性が低下することがあった。このような信号標識の視認
性の低下は、一般道路の交差点付近においても多く発生している。
【０００６】
　従って、交通標識の視認性が高められた、経年劣化のないシステムの開発が要請されて
いる。
【０００７】
　更に、従来の道路標示や看板型の道路標識の場合、それぞれ道路面や板材の表面に文字
や図形が直接ペイントされたものであるため、標示内容を変更することができなかった。
そのため、例えば、事故や渋滞の発生状況、行先の気象状況など、リアルタイムで変化す
る情報を、ドライバーに対して提供することができるシステムの開発が要請されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　そこで、本発明は上記実情に鑑み、標示の視認性が良好で経年劣化がなく、且つ、標示
内容を変更可能な交通標識投影システムの提供を、課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の課題を解決するため、本発明の交通標識投影システムは、「レーザを照射して交
通標識の標識パターンを投影面に投影する標識投影部と、スポットライトの光を照射して
前記標識パターンの背景となる背景パターンを、前記標識パターンに重ね合わせて前記投
影面に投影する背景投影部と、前記標識パターンの標識データ及び前記背景パターンの背
景データを複数の交通標識に対応させて記憶したデータ記憶部、及び、前記標識データを
前記標識投影部に送信すると共に前記背景データを前記背景投影部に送信するデータ送信
部を有するシステム制御部とを具備する」ものである。
【００１０】
　ここで、標識投影部とは、レーザを照射することで、文字や図形から構成される交通標
識を標識パターンとして投影するものであり、単色のレーザを照射可能なレーザ照射装置
、或いはＲＧＢレーザのような多色のレーザを照射可能なレーザ照射装置を用いることが
できる。ここで、ＲＧＢレーザは、赤・緑・青の三原色のレーザをそれぞれ照射可能な三
種のレーザダイオードを備えたものであり、個々のレーザダイオードから照射されるレー
ザの照射出力を変化させることにより、照射するレーザを種々の色にすることができる。
そのため、三原色以外の黄色や黒色等、従来の交通標識に使用されている色を再現して投
影することができる。ここで、レーザは非常に指向性の強い光であるため、照射した文字
や図形を散乱させることなく投影面に投影することができる。従って、このように高い視
認性を有しているレーザは、交通標識を投影してドライバーにその内容を把握させるため
に好適である。ここで、レーザは、非常に小さな点として照射されるものである。そのた
め、ＲＧＢレーザ等のレーザ照射装置は、備えられたミラー等によってレーザの照射角度
を変化させることにより、１秒間に数千から数万の点で投影面を走査することで、人間の
網膜の残像現象を利用して、投影された交通標識の標識パターンを視認させる。
【００１１】
　一方、背景投影部は、例えば、ハロゲンライトを光源とするスポットライトを有してい
る。ここで、投影面の色は必ずしも一定ではない。例えば、道路面に投影する場合、アス
ファルト舗装によって一般的に薄灰色、或いは濃灰色を呈しているものの、道路面上の汚
れ、降雨による濡れ、夜間における光量の不足、積雪等によって、道路面の色は同一場所
であっても一定ではない。そこで、背景投影部によって背景パターンを投影することによ
り、背景パターンの上に標識パターンを明瞭に投影することが可能となり、視認性が良好
となる。なお、背景投影部のスポットライトは、光の照射方向を制限する遮光機能を備え
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るものであってもよく、かかる遮光機能により、背景パターンを、例えば、台形状や四角
形状に調整することができる。
【００１２】
　一方、システム制御部とは、標識パターン及び背景パターンを投影するための制御を行
うためのものであり、標識パターン用の標識データ及び背景パターン用の背景データを複
数の交通標識に対応させて記憶すると共に、記憶された標識データ及び背景データをそれ
ぞれ標識投影部及び背景投影部に分離して送信するものである。ここで、システム制御部
は、例えば、上記処理を行うための投影操作用のソフトウェアがインストールされた汎用
のパーソナルコンピュータと、ＲＧＢレーザ等を制御するレーザ制御機器とを組み合わせ
たものを使用することができる。
【００１３】
　従って、本構成の交通標識投影システムによれば、レーザによって交通標識の標識パタ
ーンが投影面に投影される。更に、背景パターンが標識パターンに重ね合わせて投影され
るため、例えば、投影面が濡れている、夜間である等の状況にレーザの視認性が大きく影
響されることがなく、投影された標識パターンを安定して視認させることができる。また
、標識パターン及び背景パターンは投影されるものであるため、摩擦等によって劣化する
ことがなく、投影面が積雪で覆われた場合であっても積雪面に対して投影することができ
る。なお、夜間や積雪等の投影面の状態に応じて、投影する標識パターン及び背景パター
ンのそれぞれの色や明るさ等を調整することにより、良好な視認性を保つことができる。
更に、システム制御部によって投影される標識パターン及び背景パターンを任意に変更す
ることができるため、事故の発生状況や気象状況等の情報をリアルタイムで投影面に標示
することができる。ここで、「投影面」としては、道路面、不透光性の板材の正面、透光
性を有する板材の背面、建築物や塀・橋脚など構造体の壁面、を例示することができる。
【００１４】
　更に、本発明の交通標識投影システムは、上記構成に加え、「前記スポットライトは、
赤色光を照射可能な赤色スポットライトと、緑色光を照射可能な緑色スポットライトとを
備え、前記背景投影部は、前記データ送信部から送信された前記背景データを受信し、受
信した前記背景データに基づいて前記赤色スポットライト及び前記緑色スポットライトの
照射出力を調整する調光ユニットを備える」ものであっても構わない。
【００１５】
　本構成の交通標識投影システムでは、背景パターンを投影するスポットライトが赤色ス
ポットライト及び緑色スポットライトから構成される。そのため、投影面全体が赤色また
は緑色の単色光からなる背景パターンを投影することが可能である。ここで、一般的な交
通標識において、赤色は「危険」、「停止」、「進入禁止」等の何らかの規制を示すもの
であり、一方、緑色は「進め」、「進入可」等の安全な状態を示すものである。そのため
、これらの色で表示された背景パターンを有する交通標識は、ドライバーにとってその表
示内容を経験的、感覚的に理解しやすい。そのため、標識パターン及び背景パターンを遠
方から視認したドライバーは、おおよその内容を予測、或いは把握しながら、標識パター
ン及び背景パターンの投影位置に近づくことになるため、余裕を持った運転操作により安
全に走行することができる。
【００１６】
　本発明の交通標識投影システムは、上記構成に加え、「前記システム制御部は、前記標
識投影部及び前記背景投影部と電気的に接続された投影制御部と、前記投影制御部と離間
した位置に設置された投影操作部とを有し、前記投影操作部は、前記データ記憶部と、前
記データ記憶部に記憶された前記標識データ及び前記背景データを、通信ネットワークを
介して前記投影制御部まで送信する操作側通信部とを有し、前記投影制御部は、送信され
た前記標識データ及び前記背景データを受信する制御側通信部と、受信した前記標識デー
タを前記標識投影部に送信すると共に前記背景データを前記背景投影部に送信する前記デ
ータ送信部とを有する」ものであっても構わない。
【００１７】
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　本構成の交通標識投影システムでは、システム制御部は投影操作部と投影制御部とを具
備し、互いが通信ネットワークを介して接続されている。これにより、例えば、高速道路
等の有料道路を管理する管理センターや、料金所から離間した位置に設けられた管理棟に
投影操作部を設置し、一方、実際に道路面に標識パターン及び背景パターンを投影するイ
ンターチェンジやジャンクションの合流・分岐付近、或いは料金所の料金ゲートに投影制
御部を設置することにより、投影場所から離れた場所からであっても、遠隔操作で標識パ
ターン及び背景パターンの投影、及び、投影される標識の切替えを行うことができる。な
お、通信ネットワークは、光通信ケーブル等を用いた有線方式のものであっても、無線Ｌ
ＡＮ機器等を用いた無線方式のものであっても構わない。例えば、有料道路等の料金所と
当該料金所を管理する管理棟とのように、投影制御部と投影操作部との間の距離が比較的
短いものであれば、無線方式の通信ネットワークを採用することが特に好適である。
【００１８】
　本発明の交通標識投影システムは、上記構成において、「前記投影面は道路面であり、
前記標識パターン及び前記背景パターンは、料金ゲートへの車両の進入の可否を表示する
ものである」ものであっても構わない。
【００１９】
　本構成の交通標識投影システムでは、料金ゲートへの進入の可否を示す信号標識の一種
として、標識パターン及び背景パターンが使用される。これにより、料金ゲートにおける
信号標識の視認性が高く、特に料金所の料金ゲート付近で発生する車両の誤進入による事
故を防ぐことが可能となる。
【００２０】
　本発明の交通標識投影システムは、上記構成に替えて、「透光性を有する表示用板材を
更に具備し、前記標識投影部及び前記背景投影部は、それぞれ前記レーザ及び前記スポッ
トライトの光を、前記投影面としての前記表示用板材の背面に照射する」ものとすること
もできる。
【００２１】
　本構成では、表示用板材の背面にレーザやスポットライトの光を照射し、表示用板材を
透過した標識パターン及び背景パターンを視認させる。従って、標識投影部及び背景投影
部は、それぞれ視認させるべき交通標識を反転させた場合の標識データ及び背景データに
基づき、標識パターン及び背景パターンを投影する。なお、「表示用板材」としては、透
光性を有するが透明ではない樹脂製やガラス製の平板を使用することができ、光の拡散や
反射を調整するための層、自然光を吸収させるための層などを設けても良い。
【００２２】
　本発明の交通標識投影システムによれば、看板型の標識を、経年劣化のおそれがなく、
視認性が良好な標識とすることができる。また、標示する内容を変更することが可能であ
るため、事故の発生や天候による交通規制など、突発的な事態に応じた情報をリアルタイ
ムで提供することができる。また、車載式の標識とすれば、事故の発生現場や工事現場な
どに移動して、その現場に応じた情報を提供することができる。
【発明の効果】
【００２３】
　以上のように、本発明によれば、標示の視認性が良好で経年劣化がなく、且つ、標示内
容を変更可能な交通標識投影システムを、提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の第一実施形態の交通標識投影システムの概略構成を示す上方から視た模
式図である。
【図２】図１の交通標識投影システムの概略構成を示す側方から視た模式図である。
【図３】図１の交通標識投影システムの機能的構成を示すブロック図である。
【図４】道路面に投影される標識パターン及び背景パターンの一例を示す（ａ）進行禁止
、及び（ｂ）進行可の説明図である。
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【図５】道路面に投影される標識パターン及び背景パターンの別例を示す（ａ）制限速度
、及び（ｂ）転回禁止の説明図である。
【図６】本発明の第二実施形態の交通標識投影システムの概略構成図である。
【図７】図６の交通標識投影システムの機能的構成を示すブロック図である。
【図８】車載式の標識の標識パターン及び背景パターンの一例を示す説明図である。
【図９】第二実施形態の変形例の交通標識投影システムの概略構成図である。
【図１０】（ａ）～（ｄ）何れも本発明の第三実施形態の交通標識投影システムの概略構
成図である。
【図１１】（ａ）他の実施形態の交通標識投影システムによる投影の説明図、及び、図１
１（ａ）の交通標識投影システムの概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明の第一実施形態である交通標識投影システム１（以下、単に「投影システ
ム１」と称す）について、図１乃至図５に基づいて説明する。ここで、本実施形態の投影
システム１は、有料道路に進入する際、及び有料道路から流出する際に通過する料金所２
付近に設置され、並設された複数の料金ゲート３のそれぞれにおいて、車両の進行方向を
示す標識パターン４を道路面Ｒに投影するものである。ここで、投影システム１における
標識パターン４は、料金ゲート３の手前数十ｍの道路面Ｒに投影されるものであり、「道
路標示」及び「信号標識」の双方の機能を有する交通標識である。
【００２６】
　本実施形態の投影システム１は、図１乃至図５に示すように、レーザＬを照射して交通
標識の標識パターン４を道路面Ｒに投影する標識投影部５と、スポットライトの光を照射
して標識パターン４の背景となる背景パターン６を、標識パターン４に重ね合わせて道路
面Ｒに投影する背景投影部７と、標識パターン４の標識データ１４及び背景パターン６の
背景データ１５を複数の交通標識に対応させて記憶したデータ記憶部１６、及び標識デー
タ１４を標識投影部５に送信すると共に背景データ１５を背景投影部７に送信するデータ
送信部１９を有するシステム制御部１０と、を具備している。また、システム制御部１０
は、標識投影部５及び背景投影部７と電気的に接続された投影制御部８と、投影制御部８
と離間した位置に設置され、投影制御部８と無線通信ネットワークＮを介して接続された
投影操作部９とを有している。ここで、無線通信ネットワークＮが、本発明における「通
信ネットワーク」に相当する。
【００２７】
　より具体的に説明すると、標識投影部５は、レーザＬを道路面Ｒに対して斜め上方から
照射するために、各料金ゲート３の上部（図２参照）に、レーザ投影面を道路面Ｒに向け
た状態で設置されている。標識投影部５としては、赤、緑、青の三色のレーザＬをそれぞ
れ照射可能な三つのレーザダイオードを備えたＲＧＢレーザからなるレーザ照射装置を用
いている。このレーザダイオードから照射される指向性の強いレーザＬのそれぞれの照射
出力を調整することにより、道路面Ｒに任意の色に調整された標識パターン４を投影する
ことができる。なお、本実施形態では標識投影部５として、赤色６３５ｎｍ／３００ｍＷ
、緑色５３２ｎｍ／３００ｍＷ、青色４５０ｎｍ／１０００ｍＷの波長及び最大出力の各
レーザＬを出力可能なものを使用している。これにより、料金ゲート３から数十ｍ前方の
位置に標識パターン４を照射することができる。更に、標識投影部５は、レーザ照射機器
の国際的な団体であるＩＬＤＡ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｌａｓｅｒ　Ｄｉｓｐｌ
ａｙ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）によって規格化されたＩＬＤＡケーブルによって、投影
制御部８と接続されている。従って、ＩＬＤＡ規格に沿った出力制御の可能な投影制御部
８及び標識投影部５を用いることにより、高い互換性を有している。
【００２８】
　一方、背景投影部７は、道路面Ｒに対して斜め上方から赤色の光を照射可能な赤色スポ
ットライト１１と、道路面Ｒに対して斜め上方から緑色の光を照射可能な緑色スポットラ
イト１２と、赤色スポットライト１１及び緑色スポットライト１２と接続され、それぞれ
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のスポットライト１１，１２の点灯及び消灯を制御すると共に、スポットライト１１，１
２の照射光量を０％から１００％の間で制御する調光ユニット１３とを具備している。こ
こで、一対の赤色スポットライト１１及び緑色スポットライト１２は、図示のように、ゲ
ートの上部に設置された標識投影部５を左右（図１における紙面上下方向に相当）から挟
み込んだ状態で並設されている。また、赤色スポットライト１１及び緑色スポットライト
１２は、それぞれ７５０Ｗ出力のハロゲンライトを光源として使用しており、赤色及び緑
色の背景パターン６をそれぞれ照射するために、ハロゲンライトの周囲にカラーフィルタ
（図示しない）が被せられている。更に、赤色スポットライト１１及び緑色スポットライ
ト１２は、光の一部を遮る複数の遮光板等からなる遮光機能を有しており、道路面Ｒに投
影する背景パターン６の形状を本実施形態では四角形状にしている（図４参照）。背景投
影部７は、標識投影部５と同様にそれぞれの料金ゲート３毎に設置され、各調光ユニット
１３は、照明機器を制御する際の統一規格であるＤＭＸ規格に則ったＤＭＸケーブルを介
して投影制御部８と接続されている。
【００２９】
　また、システム制御部１０は、道路面Ｒに投影する標識パターン４に係る標識データ１
４、及び背景パターン６に係る背景データ１５を、それぞれ複数の交通標識に対応させて
記憶したデータ記憶部１６、操作者の入力に基づきデータ記憶部１６から標識データ１４
及び背景データ１５を抽出するデータ抽出部２１、及び、抽出された標識データ１４及び
背景データ１５を無線通信ネットワークＮを介して投影制御部８に送信する操作側通信部
１７を有する投影操作部９と、投影操作部９から離間して設置されていると共に、各料金
ゲート３毎に設置された複数の標識投影部５及び背景投影部７（調光ユニット１３）とそ
れぞれ接続され、無線通信ネットワークＮを通じて投影操作部９から送信された標識デー
タ１４及び背景データ１５を受信する制御側通信部１８、及び、受信した標識データ１４
を標識投影部５に、背景データ１５を背景投影部７にそれぞれ送信するデータ送信部１９
を有する投影制御部８とを具備している。
【００３０】
　投影制御部８は、複数の料金ゲート３が並設された料金所２側に設置され、一方、投影
操作部９は料金所２から離れた場所に建てられた管理棟２２内に設置されている。また、
投影制御部８は、一台で複数の標識投影部５及び背景投影部７に標識データ１４及び背景
データ１５を送信し、それぞれを制御する機能を有している。そして、投影制御部８と接
続された無線ルータ２０を通じて、投影操作部９と無線通信ネットワークＮが構築されて
いる。一方、投影操作部９は、記憶装置、記憶装置に記憶されたプログラムに従い処理を
行う中央処理装置を有する汎用のパーソナルコンピュータを有し、記憶装置に本実施形態
の投影システム１における投影制御部８、背景投影部７、及び標識投影部５等の構成を制
御するための操作制御用ソフトウェアがインストールされている。これにより、道路面Ｒ
に投影する標識パターン４及び背景パターン６を、料金所２から離れた管理棟２２から遠
隔操作により投影し、また、投影される交通標識を切替えることができる。
【００３１】
　上記構成の投影システム１により、料金所２の料金ゲート３の手前位置の道路面Ｒに、
例えば、図４（ａ）及び図４（ｂ）のような、標識パターン４及び背景パターン６を投影
することができる。具体的に説明すると、管理棟２２に設置された投影操作部９にインス
トールされた操作制御用ソフトウェアを操作員が起動し、入力により投影対象の交通標識
の標識データ１４及び背景データ１５をデータ記憶部１６から抽出した後、操作側通信部
１７を通じて投影制御部８に標識データ１４及び背景データ１５を送信する。ここで、標
識データ１４及び背景データ１５の送信に併せて、投影を行う料金ゲート３を特定するゲ
ート識別記号（図示しない）等のデータも、同時に投影制御部８に送信される。これによ
り、料金所２から離れた管理棟２２から、投影する標識パターン４を遠隔操作によって指
示することができる。また、複数の料金ゲート３に対して個々に投影する標識パターン４
を選択することができるため、標識パターン４の投影を一カ所で集中管理することができ
る。
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【００３２】
　一方、投影制御部８は、無線通信ネットワークＮを介して、投影操作部９から送信され
た標識データ１４及び背景データ１５を受信するとともに、投影対象として特定された料
金ゲート３に設置された標識投影部５に標識データ１４を、背景投影部７の調光ユニット
１３に背景データ１５を、それぞれデータ送信部１９を介して分離して送信する。これに
より、標識データ１４を受信した標識投影部５から交通標識を示す標識パターン４が道路
面Ｒに対して投影される。同時に、背景データ１５を受信した調光ユニット１３によって
、赤色スポットライト１１または緑色スポットライト１２の点灯・消灯、及び照射光量の
制御が行われた背景パターン６が、標識パターン４と重ね合わされて道路面Ｒに投影され
る。その結果、進行方向（図１における紙面右方向から左方向）に沿って移動する車両の
ドライバーは、道路面Ｒに標示された標識パターン４及び背景パターン６を視認すること
ができる。
【００３３】
　ここで、図４（ａ）は、料金ゲート３への進入を禁止する“進入禁止”を示すものであ
り、看板型の道路標識と同じく“○”の中に長棒が入った図形の標識パターン４が標識投
影部５から投影されている。また、調光ユニット１３によって、赤色スポットライト１１
を点灯し、その照射光量の出力を１００％にする一方で、緑色スポットライト１２を消灯
し、照射光量の出力を０％にする制御を行っている。これにより、料金ゲート３の手前に
、赤色の背景パターン６に重ね合わされた“○”と長棒の図形からなる標識パターン４が
標示される。従って、料金ゲート３に進入しようとする車両を運転するドライバーは、料
金ゲート３から離れた場所からであっても、赤色の背景パターン６を始めに視認すること
で、何らかの規制があることを感覚的に察知し、例えば、ブレーキを踏んで減速するよう
な操作を行うことができる。そして、背景パターン６に重ね合わせて投影された進入禁止
を示す図形からなる標識パターン４を視認することで、改めて料金ゲート３が進入禁止で
あることを確認し、進入可能な料金ゲート３に移動することができる。
【００３４】
　一方、図４（ｂ）は、料金ゲート３への進入を認める“進入可”を示すものであり、複
数の矢型の図形が並列した標識パターン４が標識投影部５から投影されている。また、調
光ユニット１３によって、緑色スポットライト１２を点灯し、その照射光量の出力を１０
０％にする一方で、赤色スポットライト１１を消灯し、照射光量の出力を０％にする制御
を行っている。これにより、料金ゲート３の手前に、緑色の背景パターン６に重ね合わさ
れた複数の矢型からなる標識パターン４が標示される。これにより、料金ゲート３に進入
しようとする車両を運転するドライバーは、料金ゲート３から離れた場所からであっても
、緑色の背景パターン６を始めに視認することで、感覚的に進入可であることを察知しな
がら料金ゲート３に近づき、背景パターン６に重ね合わせて投影された標識パターン４を
視認することで、改めて料金ゲート３が進入可であることを確認し、料金ゲート３を通過
することができる。
【００３５】
　これにより、道路面Ｒに投影された標識パターン４及び背景パターン６によって料金ゲ
ート３への進入の可否を示すことができ、ドライバーは視線を大きく動かすことなく、道
路に標示された情報を認識することができる。更に、標識パターン４は、道路面Ｒに投影
された背景パターン６と重ね合わせて投影されるため、夜間の暗い道路面Ｒ、濡れた道路
面Ｒ、或いは雪で覆われた道路面Ｒなど、道路面Ｒの状態が異なっていても、標識パター
ン４の視認性が損なわれることがない。また、レーザＬの投影による表示であるため、従
来の道路標示とは異なり、塗装が剥がれるなど経年劣化により視認性が損なわれることが
ない。更に、投影操作部９からの操作によって、道路面Ｒに投影する標識パターン４や背
景パターン６を速やかに切替えることができる。そのため、上述したように、料金ゲート
３の手前の位置で道路面Ｒに投影を行う場合、車両の進入を許可する料金ゲート３の数を
、朝夕の交通量の増減等に応じて適宜変更することができる。また、投影される表示の変
更により、事故や渋滞の情報など車両を運転する際に有用な情報を、ドライバーに対して
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逐次提供することが可能となる。なお、投影する標識パターン４は、予め投影操作部９の
データ記憶部１６に記憶されているものであっても、操作制御用ソフトウェアを用いて適
宜作成されるものであっても良い。
【００３６】
　加えて、背景パターン６の色を赤色及び緑色に切替えて投影することができるため、車
両を運転するドライバーにとって信号標識と同じ感覚で、何らかの規制の有無を遠方から
認識させることができるため、標示される交通標識の内容が理解しやすい。
【００３７】
　次に、第二実施形態の投影システム１ｂについて、図６乃至図８を用いて説明する。こ
こでは、本発明を車載式の交通標識に適用した場合を例示する。なお、第一実施形態と同
様の構成については同一の符号を付し、詳細な説明は省略する。
【００３８】
　投影システム１ｂは、透光性を有する表示用板材Ｂと、レーザを表示用板材Ｂの背面Ｂ
１に照射して交通標識の標識パターンを投影する標識投影部５と、スポットライトの光を
表示用板材Ｂの背面Ｂ１に照射して、標識パターンの背景となる背景パターンを標識パタ
ーンに重ね合わせて投影する背景投影部７と、標識投影部５及び背景投影部７の制御を行
うシステム制御部１０とを具備している。また、第一実施形態と同様に、スポットライト
は赤色スポットライト１１と緑色スポットライト１２を備え、背景投影部７は調光ユニッ
ト１３を備えている。
【００３９】
　より詳細には、表示用板材Ｂは乳白色のアクリル樹脂製であり、正面Ｂ２を車両Ｔの後
方に向けた状態で、荷台の後部に立設されている。標識投影部５は、荷台の前部において
、レーザの照射方向を表示用板材Ｂの背面Ｂ１に向けて、配置されている。背景投影部７
も同じく荷台の前部において、スポットライトの光の照射方向を表示用板材Ｂの背面Ｂ１
に向けて、配置されている。なお、表示用板材Ｂの背面Ｂ１が、本発明の「投影面」に相
当する。
【００４０】
　システム制御部１０は、ハード構成として、記憶装置と、記憶装置に記憶されたプログ
ラムに従って処理を行う中央処理装置を備えた汎用のパーソナルコンピュータで構成され
ており、標識投影部５及び背景投影部７等を制御するための操作制御用ソフトウェアが記
憶装置にインストールされている。システム制御部１０は、標識投影部５及び背景投影部
７に近接させて車両Ｔの荷台に設置され、標識投影部５及び背景投影部７と電気的に接続
されている。
【００４１】
　また、システム制御部１０は、機能的構成として、標識パターンの標識データ１４及び
背景パターンの背景データ１５を複数の交通標識に対応させて記憶したデータ記憶部１６
、操作者の入力に基づきデータ記憶部１６から標識データ１４及び背景データ１５を抽出
するデータ抽出部２１、及び、抽出された標識データ１４を標識投影部５に送信すると共
に抽出された背景データ１５を背景投影部７に送信するデータ送信部１９を有している。
ここで、標識データ１４及び背景データ１５は、表示用板材Ｂを透過した光を正面Ｂ２側
から見たときに、認識させるべき交通標識を反転させた標識に対応させたデータである。
【００４２】
　上記構成により、投影対象の交通標識を選択する操作者の入力に基づき、選択された交
通標識に対応した標識データ１４及び背景データ１５がデータ記憶部１６から抽出され、
それぞれ標識投影部５及び背景投影部７に送信される。そして、標識データ１４に基づい
た標識パターンのレーザが、標識投影部５によって表示用板材Ｂの背面Ｂ１に向かって照
射されると共に、背景データ１５に基づいた背景パターンのスポットライトの光が、調光
ユニット１３によって調整された上で背景投影部７によって表示用板材Ｂの背面Ｂ１に向
かって照射される。これにより、表示用板材Ｂを透過した標識パターン及び背景パターン
による交通標識を、車両Ｔの後方から（表示用板材Ｂの正面Ｂ２側から）視認することが
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できる。
【００４３】
　従って、本実施形態の投影システム１ｂによれば、看板型の標識を、経年劣化のおそれ
がなく、視認性が良好な標識とすることができる。また、標識データ１４及び背景データ
１５の選択により、標示する内容を容易に変更することが可能であるため、事故の発生や
天候による交通規制など、突発的な事態に応じた情報をリアルタイムに提供することがで
きる。加えて、本実施形態は車載式の標識であるため、例えば、事故の発生現場に移動し
て、図８に例示する「事故通行止　ここで出よ」のような、その場に応じた情報を表示す
ることができる。
【００４４】
　次に、第三実施形態の投影システム１ｃについて、図１０を用いて説明する。なお、第
一実施形態及び第二実施形態と同様の構成については、同一の符号を付し詳細な説明は省
略する。
【００４５】
　投影システム１ｃは、不透光性の表示用板材Ｐと、レーザを表示用板材Ｐの正面Ｐ１に
照射して交通標識の標識パターンを投影する標識投影部５と、スポットライトの光を表示
用板材Ｐの正面Ｐ１に照射し、標識パターンの背景となる背景パターンを、標識パターン
に重ね合わせて投影する背景投影部７と、標識投影部５及び背景投影部７の制御を行うシ
ステム制御部とを具備している。なお、表示用板材Ｐの正面Ｐ１が、本発明の「投影面」
に相当する。
【００４６】
　投影システム１ｃが第二実施形態の投影システム１ｂと相違する点は、標識パターン及
び背景パターンを、表示用板材Ｐの正面Ｐ１に照射する点である。ここで、投影システム
１ｃのハード構成及び機能的構成は、投影システム１ｂの構成として上述したものとほぼ
同様とすることができるが、データ記憶部１６に記憶されている標識データ１４及び背景
データ１５は、表示用板材Ｐの正面Ｐ１に投影した光を正面側から見たときに、認識させ
るべき交通標識に対応させたデータである。また、投影システム１ｃでは、スポットライ
トの色は特に限定されず、例えば、行き先を案内する一般的な道路標識の背景に多用され
ている青色や、高速道路を案内する一般的な道路標識の背景に多用されている緑色とする
ことができる。なお、複数色のスポットライトを備えることができ、それぞれの色のスポ
ットライトの照射出力を調整する調光ユニット１３を備えていてもよい。
【００４７】
　投影システム１ｃは、看板式の交通標識に本発明を適用した例である。標識パターン及
び背景パターンを表示用板材Ｐの正面Ｐ１に投影するために、標識投影部５及び背景投影
部７を表示用板材Ｐの前方に設置し、表示用板材Ｐの下方からレーザ及びスポットライト
の光を照射したり（図１０（ａ）参照）、表示用板材Ｐの上方からレーザ及びスポットラ
イトの光を照射したり（図１０（ｂ）参照）することができる。或いは、レーザ及びスポ
ットライトの光を反射させるミラーＭを使用し、表示用板材Ｐの下方に配置した標識投影
部５及び背景投影部７からレーザ及びスポットライトの光を照射してミラーＭで反射させ
たり（図１０（ｃ）参照）、表示用板材Ｐの上方に配置した標識投影部５及び背景投影部
７からレーザ及びスポットライトの光を照射してミラーＭで反射させたり（図１０（ｄ）
参照）することができる。
【００４８】
　以上、本発明について好適な実施形態の投影システム１，１ｂ，１ｃの例を挙げて説明
したが、本発明はこれらの実施形態に限定されるものではなく、以下に示すように、本発
明の要旨を逸脱しない範囲において、種々の改良及び設計の変更が可能である。
【００４９】
　例えば、第一実施形態の投影システム１において、有料道路の料金所２付近に設置する
ものを示したが、これに限定されるものではなく、交差点付近に設置し、信号標識に代替
させ、或いは信号標識を補助するために使用するものであってもよい。更に、車両の進行
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の可否を示す標識パターン（図４（ａ），（ｂ））を例示したが、これに限定されるもの
ではなく、制限速度の標示（図５（ａ）参照）、転回禁止の標示（図５（ｂ）参照）、或
いは、行先を表す案内標識や車線を区画する区画線など、種々の交通標識を標識パターン
４として標示するものであっても構わない。
【００５０】
　また、第一実施形態及び第二実施形態の投影システム１，１ｂでは、背景パターン６を
投影するために、赤色スポットライト１１及び緑色スポットライト１２を用いるものを示
したが、これらの色に限定されるものではなく、標識パターン４の視認性を高めることが
できるものであれば、任意の色に設定することができる。更に、投影面の状況等によって
は、背景投影部７による背景パターン６の照射出力を０％に制御するものであってもよい
。すなわち、投影面がレーザＬの照射に適したものであり、背景パターン６を投影しなく
ても良好な視認性を得られるものであれば、スポットライトの照射出力を０％、或いは、
限りなく０％に近づけても構わない。
【００５１】
　更に、第一実施形態の投影システム１において、一台の投影制御部８を用いて複数の標
識投影部５及び背景投影部７を制御するものを示したが、これに限定されるものではなく
、それぞれの標識投影部５及び背景投影部７毎に投影制御部８を設置するものであっても
構わない。また、料金ゲート３に対して一方側で、標識パターン４及び背景パターン６を
投影するものを示したが、これに限定されるものではなく、一つの料金ゲート３に対して
二組の標識投影部５及び背景投影部７を設置し、料金ゲート３から双方向に向かって投影
するものであってもよい。
【００５２】
　また、第一実施形態の投影システム１において、料金所２から離れた管理棟２２に投影
操作部９を設置するものを示したが、これに限定されるものではなく、例えば、有料道路
の状況を集中的に管理する道路管理センター等の施設に投影操作部９を設置し、複数の料
金所２とインターネット回線等を通じて接続し、個々の料金ゲート３に投影する標識パタ
ーン４及び背景パターン６を一括して管理するものであってもよい。これにより、例えば
、大規模な事故や災害が発生した場合に、各地で情報を一斉に切替えて道路面Ｒに標示す
ることができる。
【００５３】
　加えて、第二実施形態の投影システム１ｂでは、車両Ｔの荷台にシステム制御部１０が
設置される場合を例示したが、これに限定されず、例えば車両Ｔの内部にシステム制御部
１０を設置し、標識投影部５及び背景投影部７と無線通信を行う構成とすることができる
。
【００５４】
　また、第二実施形態の投影システム１ｂ及び第三実施形態の投影システム１ｃは何れも
、表示用板材Ｂ，Ｐに近接して投影制御部を配置すると共に、投影制御部から離隔した位
置に投影操作部を設け、通信ネットワークを介して通信することにより、交通標識の選択
や変更を遠隔操作する構成とすることもできる。
【００５５】
　更に、第二実施形態の投影システム１ｂでは、看板型の標識が車載式（移動式）である
場合を例示したが、これに限定されず、図９に示すように、道路など設置面に固定される
看板型の標識に、本発明の投影システムを適用することができる。これは、透光性を有す
る表示用板材Ｂを看板とし、表示用板材Ｂの背後のスペースに標識投影部５、背景投影部
７、及びシステム制御部１０を配置し、表示用板材Ｂの背面Ｂ１に標識パターン４及び背
景パターン６を投影するものである。
【００５６】
　加えて、上記の実施形態とは異なり、投影面を建築物や構造物の壁面とすることができ
る。例えば、図１１（ａ），（ｂ）に例示するように、道路を跨ぐ陸橋に標識投影部５及
び背景投影部７を配置し、陸橋の壁面Ｗに標識パターン４及び背景パターン６を投影する
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【符号の説明】
【００５７】
　１，１ｂ，１ｃ　投影システム（交通標識投影システム）
　４　標識パターン
　５　標識投影部
　６　背景パターン
　７　背景投影部
　８　投影制御部
　９　投影操作部
　１０　システム制御部
　１１　赤色スポットライト（スポットライト）
　１２　緑色スポットライト（スポットライト）
　１３　調光ユニット
　１４　標識データ
　１５　背景データ
　１６　データ記憶部
　１７　操作側通信部
　１８　制御側通信部
　１９　データ送信部
　Ｌ　レーザ
　Ｎ　無線通信ネットワーク（通信ネットワーク）
　Ｒ　道路面（投影面）
　Ｂ１　表示用板材Ｂの背面（投影面）
　Ｐ１　表示用板材Ｐの正面（投影面）
　Ｗ　壁面（投影面）
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